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＜人材の育成＞
○障がい児者医療学寄附講座の設置
○重症心身障がい看護人材育成研修
○障がい児在宅看護マニュアルの作成
◎岐⾩県⼩児在宅医療実技講習会
○在宅障がい児診療医指導研修
◎在宅ケア専⾨技術研修
◎喀痰吸引研修への補助
○障がい児者看護フェアの開催

＜多職種連携・普及啓発＞

○岐⾩県⼩児在宅医療研究会
○東海三県⼩児在宅医療研究会
○ＮＩＣＵ在宅移⾏⽀援実証研究
◎障がい児診療連携パスの作成
○障がい児者医療・福祉を理解する講座
○⼩児在宅医療資源マップの作成
○新聞紙上での知事鼎談等の実施

岐阜県の小児・障がい児者支援施策

＜家族支援＞
○障がい児者在宅医療⽀援センターの設置
◎在宅重症⼼⾝障がい医療福祉ガイドブッ
クの作成
○「かけはしノート」の活用

＜障がい児者入所施設の整備＞
○希望が丘こども医療福祉センターの整備
（50床、短期入所最大5名）
○岐⾩県総合医療センター障がい児病棟の
整備（30床、短期入所2床）

＜レスパイト支援＞
○訪問看護師を活用した短期入所事業
○専任看護師を雇用する短期入所事業
○短期入所報酬差額補助
○短期入所基盤整備補助
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＜施策⽴案調査＞

○在宅重症⼼⾝障がい児者実態調査

○重症心身障がい者入所施設整備調査

（◎は２７年度新規事業）



岐阜県の重症心身障がい児者は６７６人
～在宅化が進んでおり、１０歳未満で９割以上～

○対象者数 １，４５３⼈（回答率：81.5%（電話確認含む））
○在宅の⽅ ８７７人（うちアンケート回答者８１０人(回答率92.4%)）
うち重症心身障がい児者 ６７６人
（１８歳未満は、療育⼿帳Ａ、Ａ１、Ａ２＋家族が重症⼼⾝障がいと回答した児）

○施設入所の方 ３０８人
（調査回答者２５０人、電話確認２２人、住所で確認３６人）

※調査不能 ２６８人
（電話不通・不在２０４⼈、あて先等不明４１⼈、死亡１０⼈、その他１３⼈）

→ 在宅⽀援体制そのものの充実が求められている
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在宅重症心身障害児者の医療的ケア別人数

医療依存度の高い人は特に２０歳未満に多い
～特に義務教育期以下の子どもの医療依存度が高い～

→ 特に幼少児の濃厚な医療的ケアに対応できる⼈材育成が必要
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医療依存度別・地域別の在宅医療サービス利用状況
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訪問診療・看護の利用は超・準超重症児者の４割程度
超重症児者の訪問看護利用は約７割と高いが、それ以外は低水準

対応できる診療所は８．５％、訪問看護ＳＴは５５％と少ない

＜⼩児在宅医療資源調査の結果＞
○障がい児の訪問可能な診療所は8.5％、訪
問看護STは55％であるうえ条件付きが多い。
○診療の時間帯や医院からの距離、病態の理
解、訪看との相互連携、家族の受入態勢が課
題と指摘。

→ 障がい児対応可能な診療所等の拡充と地域偏在の解消が必要



○重症心身障がい看護人材育成研修（２６年５⽉〜）
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・重症⼼⾝障がい児者の看護に関する年間７４時
間の通年型プログラムによる専⾨研修。講義は県
内の現場で活躍する看護師が務めるほか、医療
機関、特別支援学校等における実習を実施。
・フォローアップ研修として、２７年度に呼吸リハ、摂
食嚥下リハ研修を実施予定。

人材育成

○在宅障がい児診療医研修指導（２６年７⽉〜）

・初めて在宅障がい児の診療を⾏おうとする内科医、総合診療医などに対し、経
験豊富な⼩児科医が、障がい児の特徴や診療の留意点等について、実地指導
するほか、電話での相談等を⾏う研修を実施。２６年７⽉に施⾏実施。
・新年度より県医師会への委託事業（県⼩児科医会も連携）して実施予定。

○障がい児者医療学寄附講座（２６年４⽉〜）

・岐⾩⼤学医学部⼩児病態学講座に設置。学部教育として障がい児者医療
にふれるカリキュラムを設けるほか、重症⼼⾝障がい、発達障がいの医療に関す
る研究などを実施。２６年１２⽉より、４年⽣全員を対象に、重症⼼⾝障が
い児者医療の現場体験を順次実施中。



7

多職種連携・普及啓発事業

○岐⾩県⼩児在宅医療研究会（２６年２⽉〜）

・在宅重症⼼⾝障がい児者の⽀援者のすそ野を広げ、
相互に顔の⾒える関係づくりを進めるために開催。
・全国の⼩児在宅医療分野で活躍する講師による講
演＋県内の関係者による事例発表を実施。
・２６年２⽉１６⽇（⽇）に第１回⽬を開催し、こ
れまでに４回開催。のべ参加者数は８８０名。

○東海三県⼩児在宅医療研究会（２７年３⽉〜）

・東海三県で、在宅重症児者の⽀援に携わる⽅々の顔の
⾒える関係づくりを通じて、相互の知⾒やノウハウの共有、相
互活用を図るため、３月８日（日）に第１回目の研究会
を岐阜市で開催。
・今後、定期的に三県の関係者で情報共有を⾏う場をつく
り、継続した活動を続けていくとともに、研究会も継続して開
催していく予定。
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○ＮＩＣＵ在宅移⾏⽀援実証研究（２７年２⽉〜）

・ＮＩＣＵの看護師、医師、理学療法⼠が退院時に家庭訪問を⾏い、在宅
⽣活環境、育児⽅法、医療的ケアに関する指導を⾏うとともに、退院後３回
（１、３、６か⽉）を⽬途に多職種カンファレンスを⾏う実証研究事業を、⼤
垣市⺠病院において実施。事業の成果は、事例発表会を開催して共有予定。
・県から⼤垣市⺠病院への委託事業として実施。

在宅⽣活⽀援

○障がい児者在宅医療⽀援センター（２７年２⽉〜）

・下記の事業を⾏う機関として、岐⾩県看護協会に「障がい児者在宅医療⽀
援センター「みらい」」を２７年４⽉１⽇に開設予定。
・障がい児看護に知⾒のある看護師を雇⽤し、常勤１名、⾮常勤２名で運営。
①在宅障がい児者家族や医療機関、相談⽀援専⾨員などに対する特に医
療⾯を中⼼とした相談窓⼝の設置
（必要に応じて、個別に多職種カンファレンスを実施）
②家族に向けた機関誌の発⾏
③障がい児家族や⽀援を⾏う訪問看護師や介護⼠、⾏政職員などが気楽に
集まり、サロン⾵に語り合う交流会の開催（既に２⽉より先⾏実施中）



○専任看護師の雇用を通じた短期入所の実施

・看護師不⾜が深刻で、短期⼊所事業所の運営が困難になっている多治⾒市
において、短期⼊所専⾨の看護師を確保し、在宅⽀援を⾏っている訪問介護事
業所の看護師が指導を⾏いつつ、実際に短期⼊所事業を⾏うことを通じて、短
期⼊所を⾏う看護師の育成を図る。
・パートで従事ができる潜在看護師等を確保し、その⼈件費を短期⼊所を⾏う
病院が負担することで身分の安定を図る一方で、短期入所事業収入で補えな
い赤字部分を県が負担する形で実施。
・家族会も⼀緒にスキームを検討し、利⽤率の下限を設け、活⽤を促す。

訪問介護・居宅介護事業所
ＮＰＯ「みんなの手」

多治⾒市⺠病院

濃厚な医療的ケアを要する
重症心身障がい児

○病院の非常勤看護職
員として任用

○病院の施設等につい
て研修を行い、設備の
利用を認める。

業務提携契約

県

事業委託

短期入所

レスパイト支援

（２７年３⽉〜）


